○○観光政策及び行政組織と名称
「政策」と「政策以外のもの」の明らかな違いは、公的権力の関与の有無である。従って、政策とは政府、政党等の施政上の方針や方策のことをいい、何らかの価値観と利害に基づいた提案と理解される。法治国家における政策の実施には法制度の存在を前提とするから、政策論は制度論にもなる。日本では、観光立国推進基本法が基本法として存在するから、政府及び地方公共団体の実施する観光政策は同法に基づき行われることになる。ただし、地方公共団体が行う観光政策は、観光立国推進基本法が自治体の自主性を尊重することを理念としているから、中央政府の政策とは一致しなくてもかまわない。現に宿泊税を巡って、税制度上の優遇措置を規定する国際観光ホテル整備法を担当する国と、宿泊税を課税する東京都は、観光立国推進基本法の枠の中では一致していても、その枠内での政策の方向は、百八十度違っている。

なお、「「楽しみ」のための旅」を中心概念とする観光は、「非日常」「個性の発揮」「話題性」といった非権力的な要素を強く含むものであるだけに、権力を前提とする政策論の中において論議を展開するには大きな制約が存在することの認識が必要である。

明治20年代の各県の宿屋取締規則（条例）においては、宿屋を旅人宿、下宿宿及び木賃宿の三つに分類していた。この規制においては「旅」概念が対象になっており、1899年の行旅病人及行旅死亡人取扱法においても、同様に、字句「行旅」が使用されていることから「旅」が政策対象になっていた。この場合の政策目的は、主として治安維持である。逆に「「楽しみ」のための旅」を行う旅人を区分して行う施策はまだ発生していなかった。
「「楽しみ」のための旅」の政策を専門に行う行政的組織は、1912年に設置された外客誘致のためのジャパン・ツーリスト・ビューローが最初である。この場合に、旅人、行旅人を対象にすると概念が広すぎ、使用するとすれば「遊覧客」等の字句が用いられたはずであるが、字句「ツーリスト」が使用された。概念touristに対応する字句が当時の日本では定まらない状態であった。ジャパン・ツーリスト・ビューローが1918年北京に案内所を出した時、中国人にも理解しやすい名称が必要となった。北京の警察の許可をもらい「日本国際観光局」の看板を掲示した。外客誘致政策に使用する「「楽しみ」のための旅」概念に字句「観光」が用いられるようになったのである。
わが国の観光政策の本格的展開は、帝国日本の国威発揚、軍備増強等のため外貨獲得を目的とすることからスタートした。1929年第 56回帝国議会において外客誘致に関する調査と誘致を図る中央機関を設置すべき旨の建議が可決されたこともあり、政府は1930 年勅令 83 号国際観光局官制により鉄道省に国際観光局(4 月)を創設し、商工省に貿易局(5 月)を設置した。外貨獲得政策という総論には誰も反対はしなかったが、海外観光宣伝費用の負担をどこの役所がするのかという各論になると議論が収まらなかった。江木翼鉄道大臣は浜口雄幸内閣の重要人物であり、結局当時唯一黒字の帝国鉄道会計が引き受けることになり、鉄道省の実行予算を持ってスタートした。同局が鉄道省の外局として設けられたことにより、帝国鉄道特別会計の資金が外客誘致に活用されることとなった。役人の俸給削減で鉄道省も職員全員が辞表を提出すといった騒動の時であったから、江木大臣は寿命を縮めたと言われている。
国際観光局の英文名は「Board of Tourist Industry」であった。tourismの訳語は観光と観光事業を併せ持つものであるが、このtourismの理解が当時浸透しておらず、字句Tourist Industryが使用された。tourismは1932年版『大英和辞典』（藤岡勝二編大倉書店発行）で、使用頻度の高くない字句として初めて収録されたものの、tour及びtourismはともに旅行、漫遊と訳されており、両者の区別がなされていなかった。「「楽しみ」のための旅」であれば、字句tourをもって表現できるところに、さらに字句tourismを必要とする社会的必要性は理解しづらいものがあった。従って、鉄道省の役人が苦心して「Tour」ではなく「Tourist　Industry」を英文名称に用いたのである。

現在日本の多くの教科書は、大正時代に、tourismの訳語として字句「観光」があてられたと解説する。戦後1967年に国際観光年記念事業協力会が発行した『観光と観光事業』に記述されているからだと思われるが、観光の教科書では出典等は明らかにされていない。当時の辞書を根拠にする限りにおいてはこのような解説には根拠がないことになる。
行政用語が確立するとマスコミを通じて学会等の用語も確立する傾向があり、1930年前後において「「楽しみ」のための旅」概念も字句「観光」に収斂していった。
1933年版『新編大言海』（大槻文彦著、富山房発行）では観光が収録され、語源として易経を紹介しているが、鉄道省の法令用語の影響である。1940年版『大日本国語辞典』（上田万年共著、富山書房発行）では「観光」（他国の光華を視察すること　他国の土地、風俗、制度を視察すること）のほか「旅客税」「旅客船」「国際郵便」「国際運河」が収録されているが「国際観光」は収録されていない。また、「ツーリズム」は収録されていないが「旅人営業」が収録されており「ツーリズム」が存在していることは示唆されている。1941年版『英和活用大辞典』（勝俣銓吉郎編研究社発行）ではtourismが「観光事業」と解説されており、国際観光局の英訳「tourist　industry」に対応する訳語として掲載されている。
戦後、外客誘致のため観光行政の統一化、総合化の必要性が強く認識され、1946 年 12 月25 日衆議院本会議において國立觀光院の設置が建議されたものの、その後観光事業審議会が総理府の付属機関として設置されることで終わった。同審議会が法律上字句「観光」が使用された初めての行政機関である。1949 年運輸省設置法により、「運輸に関連する観光」が運輸省の所掌事務とされ、大臣官房に観光部が設置された。2001 年中央省庁改革法により国土交通省が設置され「観光地及び観光施設の改善その他観光の振興に関すること」が国土交通省の所掌事務とされ、「運輸に関連する」という限定がはずされた。
観光立国推進基本法は行政機関の充実強化を図るため、「行政組織の整備及び行政運営の改善に努めるものとする」(26 条)と規定した。同法案の審議にあたり衆議院国土交通委員会は「各省庁の横断的な英知を結集しながら、総合的、効果的かつ効率的に行い、行政改革の趣旨を踏まえて、観光庁等の設置の実現に努力すること」と決議し、参議院国土交通委員会も観光庁等の設置につき衆議院と同じ内容の決議を行った。国土交通省においては、海難審判庁の廃止等を実施しなければならない時期にあたり、これらの決議を活用することにより国土交通省設置法改正が行われ、2008年 10 月同省の外局として観光庁が設置された。　　
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